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連結経営指標等 

  

 
（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ 「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益」については潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期 

第２四半期 
連結累計期間

第33期
第２四半期 
連結会計期間

第32期

会計期間

自 平成20年
  ４月１日 
至 平成20年 
  ９月30日

自 平成20年
  ７月１日 
至 平成20年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成20年 
  ３月31日

売上高 (千円) 5,887,495 3,110,278 12,609,095

経常利益 (千円) 23,967 173,636 318,621

四半期(当期)純利益 (千円) 50,939 120,482 294,037

純資産額 (千円) － 5,267,841 5,517,392

総資産額 (千円) － 10,563,708 10,937,254

１株当たり純資産額 (円) － 592.13 616.88

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) 5.72 13.55 32.55

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) － 49.7 50.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 343,973 － 432,642

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △88,278 － 458,743

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △154,154 － △1,049,341

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) － 1,568,563 1,467,023

従業員数 (名) － 874 814
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当第２四半期連結会計期間において、当企業グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれる事

業の内容に重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。 

（1）除外 

主に映画等の版権販売及び輸出入業務を行っておりました当社の連結子会社であった㈱フォーカス

ピクチャーズは、当企業グループの経営の効率化を検討する中、㈱フォーカスピクチャーズの代表取

締役である仲偉江氏より同社株式取得の申し入れがあり、当社保有株式全てを平成20年７月７日に売

却したため関係会社には該当しなくなりました。 

  

平成20年９月30日現在 

 
(注)  従業員は就業人数（当企業グループ外から当企業グループへの出向者を含んでおりません。）を記載しており

ます。 

  

  

平成20年９月30日現在 

 
(注)  従業員は就業人数（当社外から当社への出向者を含んでおりません。）を記載しております。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

従業員数(名) 874

(2) 提出会社の状況

従業員数(名) 837
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当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業区分別 生産高(千円)

システムインテグレーション 1,845,280

ＩＴサービス 765,071

情報セキュリティ 69,202

その他 19,246

合計 2,698,800

(2) 受注実績

事業区分別 受注高(千円) 受注残高(千円)

システムインテグレーション 1,194,951 1,854,888

ＩＴサービス 935,757 328,016

情報セキュリティ 13,750 69,040

その他 65,631 18,940

合計 2,210,090 2,270,886
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当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注)  １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合。  

 
  

  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当企業グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。 

当第２四半期におけるわが国経済は、原油・原材料価格の高騰、米国に端を発したサブプライム危機

による世界の金融市場の混乱、その影響による信用収縮、円高、株価下落等により、企業の収益環境は

厳しさを増し、個人消費や企業の設備投資も鈍化するなど、景気は弱含みの状況で推移しました。 

情報サービス業におきましても、企業のＩＴ投資は鈍化する傾向にあり、また投資効果に対する要求

も一段と厳しいものになってきております。 

 このような状況下にあって当第２四半期会計期間における当企業グループは、売上高に関して、「シ

ステムインテグレーション事業」および「ＩＴサービス事業」における公共関連業務以外の一括案件業

務において検収時期のずれ込みが発生し、また利益面では主に、「ＩＴサービス事業」における、金融

関連業務の受注のずれ込みによる空き工数の発生、および当初見込んでいた新人の収益確保の遅延の発

生により、期初予想を下回る結果となりました。 

これらの結果、当第２四半期連結会計期間における連結業績は、売上高3,110百万円、経常利益173百

万円、四半期純利益120百万円となりました。 

  

(3) 販売実績

事業区分別 販売高(千円)

システムインテグレーション 2,138,173

ＩＴサービス 846,352

情報セキュリティ 70,015

その他 55,737

合計 3,110,278

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 813,913 26.17

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（1）業績の状況
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当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、1,568百万円と

なりました。 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、主に賞与引当金の減少132百万円、棚卸資産の

増加87百万円、投資有価証券売却益82百万円により、営業活動の結果使用した資金は、288百万円とな

りました。 

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、投資有価証券の売却による収入により、投資活

動の結果得られた資金は、162百万円となりました。 

財務活動におけるキャッシュ・フローにつきましては、主として長期借入金の借入により、財務活動

の結果得られた資金は、36百万円となりました。 

  

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。 

株式会社の支配に関する基本方針 

当社では、以下の経営方針を理解し指示する者が、「財務及び事業の方針の決定を支配する者」で

あることが望ましいと考えております。 

経営方針 

当社は、健全で経営の透明性が高く、経営環境の変化に迅速かつ適格に対応できる組織体制の確

立を重要な経営課題と考え、「公器としての企業の成長を通じ社会に貢献する企業を目指す」を経

営理念とし、下記４項目の実現を図る。 

①顧客の満足を追求する 

②社員とともに成長する 

③ビジネスパートナーとともに成長する 

④株主への責任を果たす 

  

該当事項はありません。 

  

（2）キャッシュ・フローの状況

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

（4）研究開発活動
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当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,195,365 9,195,365
ジャスダック  
証券取引所

株主としての権利内容に制限の
ない標準となる株式

計 9,195,365 9,195,365 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成20年 ９月 30日 ― 9,195 ― 2,905,422 ― 1,949,999
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平成20年９月30日現在  

 
(注) １ 当第２四半期会計期間末日現在における、みずほ信託銀行株式会社の信託業務の株式数については、当社と

して把握することができないため記載しておりません。 

２ 上記以外に、自己株式324,794株（3.53％）を保有しております。 

  

(5) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

（％）

東 光博 千葉県浦安市 574,900 6.25

株式会社ＵＢＩＣ 東京都港区港南２丁目12－23 450,000 4.89

柿木 龍彦 神奈川県横浜市港南区 350,000 3.80

石橋 雅敏 神奈川県横浜市中区 280,000 3.04

畑山 芳文 千葉県浦安市 255,800 2.78

第一生命相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13－１ 250,000 2.71

フォーカスシステムズ社員持株会 東京都品川区東五反田２丁目７－８ 221,200 2.40

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 170,000 1.84

斉丸 千代 茨城県鹿嶋市 168,700 1.83

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２－１ 135,000 1.46

計 ― 2,855,600 31.05
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平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が、4,400株（議決権44

個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」の欄の普通株式は当社保有の自己株式94株が含まれております。 

  

平成20年９月30日現在 

 
  

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 324,700
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,870,500 88,705 同上

単元未満株式 普通株式     165 ― 同上

発行済株式総数 9,195,365 ― ―

総株主の議決権 ― 88,705 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社         
フォーカスシステムズ

東京都品川区東五反田２
－７－８

324,700 ― 324,700 3.53

計 ― 324,700 ― 324,700 3.53

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年 
４月 ５月

 
６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 420 437 504 500 500 490

最低(円) 400 407 420 457 448 440

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日 内閣府令第50号)附則第７条第１項

第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月

１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日

まで)の四半期連結財務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円） 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 1,755,097 1,656,060 

受取手形及び売掛金 ※１ 1,781,337 ※１ 2,442,464 

商品及び製品 62,075 8,953 

仕掛品 789,799 517,310 

繰延税金資産 159,560 160,347 

その他 127,708 136,168 

貸倒引当金 △5,212 △6,282 

流動資産合計 4,670,366 4,915,023 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 ※１ 1,230,438 ※１ 1,221,991 

減価償却累計額 △738,209 △722,999 

建物及び構築物（純額） 492,228 498,991 

土地 ※１ 3,304,710 ※１ 3,304,710 

その他 315,217 303,404 

減価償却累計額 △221,090 △209,675 

その他（純額） 94,126 93,729 

有形固定資産合計 3,891,066 3,897,431 

無形固定資産 

ソフトウエア 148,113 177,546 

その他 82,597 58,029 

無形固定資産合計 230,710 235,575 

投資その他の資産 

投資有価証券 ※１ 680,478 ※１ 1,107,041 

長期貸付金 150,731 210,846 

繰延税金資産 205,835 92,155 

その他 811,719 591,180 

貸倒引当金 △77,200 △112,000 

投資その他の資産合計 1,771,564 1,889,224 

固定資産合計 5,893,341 6,022,231 

資産合計 10,563,708 10,937,254 
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（単位：千円） 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

買掛金 456,118 544,181 

1年内償還予定の社債 515,000 698,000 

短期借入金 ※１ 508,200 ※１ 505,200 

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 852,266 ※１ 866,000 

未払法人税等 51,048 30,387 

賞与引当金 364,703 298,056 

役員賞与引当金 10,000 20,000 

その他 441,154 504,059 

流動負債合計 3,198,491 3,465,884 

固定負債 

社債 445,000 420,000 

長期借入金 ※１ 1,448,420 ※１ 1,321,580 

退職給付引当金 7,870 8,543 

役員退職慰労引当金 25,000 22,000 

その他 171,085 181,854 

固定負債合計 2,097,375 1,953,977 

負債合計 5,295,866 5,419,862 

純資産の部 

株主資本 

資本金 2,905,422 2,905,422 

資本剰余金 1,949,999 1,949,999 

利益剰余金 506,939 545,202 

自己株式 △154,759 △129,933 

株主資本合計 5,207,601 5,270,691 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 44,905 233,013 

評価・換算差額等合計 44,905 233,013 

少数株主持分 15,333 13,686 

純資産合計 5,267,841 5,517,392 

負債純資産合計 10,563,708 10,937,254 
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(2)【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円） 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

売上高 5,887,495 

売上原価 5,154,949 

売上総利益 732,545 

販売費及び一般管理費 ※１ 686,314 

営業利益 46,231 

営業外収益 

受取利息及び配当金 9,714 

受取家賃 11,434 

貸倒引当金戻入額 3,658 

持分法による投資利益 917 

その他 5,436 

営業外収益合計 31,161 

営業外費用 

支払利息 29,039 

社債利息 11,694 

貸与資産減価償却費 4,303 

社債発行費 4,517 

その他 3,869 

営業外費用合計 53,425 

経常利益 23,967 

特別利益 

投資有価証券売却益 85,714 

特別利益合計 85,714 

特別損失 

関係会社株式売却損 5,153 

特別損失合計 5,153 

税金等調整前四半期純利益 104,529 

法人税等 ※２ 51,743 

少数株主利益 1,846 

四半期純利益 50,939 
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円） 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

売上高 3,110,278 

売上原価 2,633,980 

売上総利益 476,298 

販売費及び一般管理費 ※１ 289,326 

営業利益 186,971 

営業外収益 

受取利息及び配当金 5,455 

受取家賃 5,717 

貸倒引当金戻入額 3,658 

その他 4,280 

営業外収益合計 19,111 

営業外費用 

支払利息 15,631 

社債利息 6,293 

貸与資産減価償却費 1,975 

社債発行費 4,517 

持分法による投資損失 1,472 

その他 2,557 

営業外費用合計 32,447 

経常利益 173,636 

特別利益 

投資有価証券売却益 82,773 

特別利益合計 82,773 

特別損失 

関係会社株式売却損 5,153 

特別損失合計 5,153 

税金等調整前四半期純利益 251,256 

法人税等 ※２ 128,706 

少数株主利益 2,067 

四半期純利益 120,482 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円） 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益 104,529 

減価償却費 38,869 

ソフトウエア償却費 42,338 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,869 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,000 

長期未払金の増減額（△は減少） △5,006 

賞与引当金の増減額（△は減少） 66,647 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,000 

受取利息及び受取配当金 △9,714 

支払利息 29,039 

社債利息 11,694 

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △85,714 

関係会社株式売却損益（△は益） 5,153 

持分法による投資損益（△は益） 917 

売上債権の増減額（△は増加） 656,785 

たな卸資産の増減額（△は増加） △325,610 

仕入債務の増減額（△は減少） △87,462 

未払消費税等の増減額（△は減少） △44,175 

その他 17,027 

小計 404,448 

利息及び配当金の受取額 10,597 

利息の支払額 △40,685 

法人税等の支払額 △30,387 

営業活動によるキャッシュ・フロー 343,973 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の増減額（△は増加） 2,503 

投資有価証券の取得による支出 △8,907 

投資有価証券の売却による収入 199,063 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入 

△233 

関連会社の清算による収入 1,962 

保険積立金の積立による支出 △228,566 

貸付金の回収による収入 31,744 

有形固定資産の取得による支出 △33,568 

無形固定資産の取得による支出 △40,983 

差入保証金の差入による支出 △13,248 

投資事業組合分配収入 2,450 

その他 △493 

投資活動によるキャッシュ・フロー △88,278 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,000 

長期借入れによる収入 600,000 

社債の発行による収入 200,000 

長期借入金の返済による支出 △486,894 

社債の償還による支出 △358,000 

自己株式の取得による支出 △24,826 

配当金の支払額 △87,434 

財務活動によるキャッシュ・フロー △154,154 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 101,540 

現金及び現金同等物の期首残高 1,467,023 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 1,568,563 
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当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

 
  

【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日)

１ 連結の範囲の変更

㈱フォーカスピクチャーズは、平成20年７月７日に

当社保有株式全てを売却したため、当第２四半期連結

会計期間期首より、連結の範囲から除外しておりま

す。

２ 持分法適用の範囲の変更

㈱ＩＴＭは、平成20年６月27日をもって清算結了し

たため、第１四半期連結会計期間末より、持分法適用

関連会社の範囲から除外しております。

３ 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）

を第１四半期連結会計期間から適用し、通常の販売目

的で保有する棚卸資産（仕掛品）の評価基準について

は、個別法による原価法から個別法による低価法（収

益性の低下による簿価の切下げの方法）に変更してお

ります。 

 なお、この変更による損益への影響はありません。

４ リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日

企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１

月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適

用指針第16号）を第１四半期連結会計期間から早期に

適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

変更し、リース資産として計上しております。 

 また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法

によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き適用

しております。 

 当第２四半期連結累計期間においては、リース取引

開始日が平成20年４月１日以降の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引はありませんでしたので、この変

更による損益への影響はありません。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日)

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使

用して貸倒見積高を算定しております。

２ 固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積り

を考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分す

る方法によっております。 

 なお、定率法を採用している資産については、連結

会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。

３ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連

結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連

結会計年度末において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日)

１ 税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じる方法を採用して

おります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

 

 

※１ 担保に供している資産

受取手形及び売掛金 106,000千円

建物及び構築物 464,678千円

土地 3,287,792千円

投資有価証券 5,444千円

   計 3,863,915千円

  上記に対応する債務

短期借入金 378,000千円

長期借入金 1,412,784千円

   計 1,790,784千円

(注) 長期借入金には、１年以内返済予定額が含まれて

おります。

 

 

※１ 担保に供している資産

受取手形及び売掛金 204,000千円

建物及び構築物 477,792千円

土地 3,287,792千円

投資有価証券 267,571千円

  計 4,237,156千円

  上記に対応する債務

短期借入金 395,200千円

長期借入金 1,538,230千円

  計 1,933,430千円

(注) 長期借入金には、１年以内返済予定額が含まれて

おります。
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費

   販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次

の通りであります。

役員報酬 140,359千円

給料手当 133,128千円

賞与引当金繰入額 33,547千円

求人費 36,216千円

保険料 39,479千円

租税公課 33,213千円

※２ 法人税等

   法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

ります。

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日  
 至 平成20年９月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費

   販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次

の通りであります。

役員報酬 69,049千円

給料手当 49,937千円

賞与引当金繰入額 15,613千円

求人費 10,817千円

保険料 15,142千円

租税公課 10,496千円

※２ 法人税等

   法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

ります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

  現金及び預金 1,755,097千円

  定期預金 176,000千円

  定期積金 8,000千円

  別段預金 2,533千円

  現金及び現金同等物 1,568,563千円
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当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日

至 平成20年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

当社は、平成20年７月１日開催の取締役会において、自己株式取得に係る事項を決議し、株式会社

ジャスダック証券取引所において市場買付をいたしました。 

 この結果、当第２四半期累計期間において自己株式が24,772千円、51,200株増加し、当第２四半期

会計期間末における自己株式は154,759千円、324,794株となっております。 

 なお、この他に単元未満株式の買取による自己株式が53千円、116株あります。 

  

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 9,195,365

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 324,794

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 89,218 10 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は

前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見られます。 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

(リース取引関係)

(有価証券関係)

区分 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表

計上額（千円）
差額（千円）

株式 378,577 485,028 106,450

その他 168,499 128,424 △40,074

計 547,077 613,452 66,375

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)
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 当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

  

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占めるソフトウェ

アの開発・販売事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 

  

 当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありませ

ん。 

  

 当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

  

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

  

第２四半期連結累計期間 

  

 
  (注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  ２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
  (注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  ２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

  

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 592.13円 １株当たり純資産額 616.88円

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 5.72円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 50,939

普通株式に係る四半期純利益(千円) 50,939

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,906

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日  
 至 平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 13.55円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

項目
当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 120,482

普通株式に係る四半期純利益(千円) 120,482

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,894
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 該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成20年11月14日

株式会社フォーカスシステムズ 

取 締 役 会 御 中 

  
 

  
 

  
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社フォーカスシステムズの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１

日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フォーカスシステムズ及び連結子

会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連

結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

  

  

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あらた監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士 岩 尾  健太郎

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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